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調査・事例報告

「連携」を核にした学校司書の研修
―松本市の事例から―
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One Case in Matsumoto City, Nagano Prefecture
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 要　　旨
　2017年度、松本市では各小中学校PTAによる雇用であった学校司書を、松本市による公費雇用
に切り替えた。これにより、松本市教育委員会による総合的かつ組織的な研修の実施が可能となった。
同年度、松本市教育委員会により、計10回の学校司書研修会が行われている。本稿では、7月24日（以
降、「7月研修会」）、及び9月22日（以降、「9月研修会」）に行われた研修会に着目し、9月研修会で実施
した参加者アンケート調査によりその状況を報告する。研修会は、学校図書館と学校内外との「連携」
を研修テーマの柱として行われた。アンケートにより、図書館の外との連携の重要性が認識される
様子と、連携を実施するにあたって意識される課題の状況を見ることができた。
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Ⅰ．はじめに

1．研究の背景

　これからの時代は、一人ひとりが主体性と責

任を持って、適切な判断をすることができる社

会の形成が必要であり、図書館は、そうした社会

を支える社会インフラとして、今後ますます重

要な役割を担っているとされる1）。その中で学

校図書館は、子どもの豊かな心をはぐくみ、生き

る力を養う学校教育において、大切な役割を担っ

ていかなければならない。

　学校図書館は、学校教育法施行規則（1947年施

行）第1条、及び学校図書館法（1954年施行）第3条

により、学校教育になくてはならない必置施設

として位置付けられている。さらに、学校図書

館法第5条では、学校図書館の専門的職務を掌る

者として、司書教諭を置かなければならないも

のと定めている。しかし、司書教諭を「当分の間

置かないことができる」とした同法附則規定に

より、未配置が許容される状態が続いていた。

これが改正され、12学級以上の学校に司書教諭

の配置が義務となったのは、2003年のことである。

　こうした中、各自治体や学校は、それぞれの判

断により、学校図書館職員の一員としての日常

的専門的に業務にあたる「事務職員」の雇用、配

置を進めていった。当該職務が、「学校司書」と

して学校図書館法において法的に位置付けられ

たのは2014年2）のことであり、学校司書を養成す

るためのモデルカリキュラムが示されたのは、

2016年3）のことである。学校司書の制度的かつ

人的体制を整え、司書教諭とともに教育に資す

る学校図書館を整備する道筋は、まだその緒に

ついたところといえよう。

　館種を問わず、図書館活動においてその専門

的職務に携わる「人」は、図書館サービスの重要

な役割を担っている。学校図書館における「人」

とは、広義には、従来から中心的役割を担うとさ

れてきた司書教諭、さらに学校司書、加えてすべ

ての教諭のほか、学校で図書館運営や子どもた

ちに関わるすべての人が該当する4）といえる。そ

の中で、学校図書館に常駐し、常に資料・情報と

子どもたちを繋ぐことができる立場にある学校

司書の役割が重要であることはいうまでもない。

故に、学校司書のスキルアップとともに、図書館

活動を支える考え方やその方向性について注目

していく必要があると考える。

2．問題の所在

　図書館活動は今後、どのような考え方に支え

られて進めていく必要があるのか。その在り方

に注目する理由は、これが現在、学校図書館だけ

でなく、あらゆる図書館全体の今後を考えるに

あたって、重要な要素と考えるからである。

　公共図書館は、1950年施行の図書館法により

規定され、図書館に置かれる専門的職員を司書

及び司書補と称し（第4条）、これを必要に応じて

図書館に置くことを定めている（第13条）。以降、

大学において、図書館法施行規則に規定される

司書資格取得のためのカリキュラムや講習、業

務に実際に携わる図書館職員対象の各種研修に

より、人材育成が図られてきた。

　こうした中、公共図書館では近年、図書館が読

書好きな人のための施設という社会的な印象、

また事実上のそうした運営からの脱皮を目指す

動きが起こっている。国からも将来的な図書館

像を示す指針が出される5）など、その動きは年々

顕著となっており、図書館員や図書館を取り巻

く諸機関等の意識改革を求めるようになってい

る。

　学校図書館は、前述したとおり、従来から司書

教諭を中心とした運営形態を軸に組み立てられ

てきた。しかし、司書教諭の配置猶予の規定に

よる未配置や、担任等との兼務による図書館業

務に向けられる時間の不足6）、さらに後述すると
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おり、それを補うべき学校図書館職員の不十分

な配置状況が継続してきた。長い経過を経てよ

うやく、学校司書が法的に規定され、学校図書館

を通して学校教育に資するその立場が、法的に

司書教諭と並んで重要なものとして位置付けら

れたのである。

　法的な位置付けも曖昧なままに、自治体等の

裁量に任されたままできた学校司書について、

公共図書館の職員以上にその現状や課題等につ

いて様々な問題が山積していることは、考える

に難くない。2014年の学校図書館法改正におい

ても、「国及び地方公共団体は、学校司書の資質

の向上を図るため、研修の実施その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。」（第6

条第2項）とする新たな項を起こしている。今後

の学校教育のために、学校図書館の現状把握、問

題の整理及びその対策を考える、という大きな

課題の中で、重要な要素の一つである学校司書

養成の方向性について考察することが、研究の

長期的目的である。

　その中で本稿では、連携を核に松本市で行わ

れた研修会に着目し、そこでのアンケート調査

を利用した事例報告を行う。以下、2章で日本全

体における学校司書の状況、及び松本市の状況

を概観し、3章で本稿による報告の対象となって

いる学校司書研修会の目的、位置付け等の内容

を把握する。4章において研修会で行われたアン

ケート調査の結果を報告し、5章でアンケート結

果に対する考察を行う。最後に6章で、今後の課

題と展開について述べる。

　なお、本稿のキーワードとして扱う「連携」の

定義については、学校司書が業務を行う上で繋

がりを持つ相手や、関係の在り方について考え

たいことから、学校図書館と連携する関係者と

して学校や授業、学校の外などを置き、その協力

関係について学校図書館との「連携」という言葉

を使うこととする。

Ⅱ．�学校司書の状況
　本報告を行うにあたり、日本における学校司

書の状況と、その中における松本市の状況を概

観する。

1．学校司書を取り巻く状況

　2014年6月、学校図書館法が改正され、学校の

設置者は、学校図書館に学校司書を置くように

努めなければならないこととなった。学校司書

が法律上にはじめて登場した法改正でもあった。

以下にその条文を示す。

　（学校司書）

　�第6条 学校には、前条第一項の司書教諭のほか、

学校図書館の運営の改善及び向上を図り、児

童又は生徒及び教員による学校図書館の利用

の一層の促進に資するため、専ら学校図書館

の職務に従事する職員（次項において「学校司

書」という。）を置くよう努めなければならない。

　この改正に伴い、同年7月29日付けで「学校図

書館法の一部を改正する法律の公布について（通

知）」7）が、文部科学省より各教育委員会等に出

されている。学校司書配置の可否・時期も含め、

学校司書、ひいては学校図書館の在り方について、

改正法施行の前年から、各関係機関により検討

が行われたと推察できる。なお、2015年の法施

行以前においては、自治体が採用するにあたっ

ての公的な職名として「学校図書館事務職員」等、

「学校司書」以外の名称も多く用いられている8）。

ここでは、学校図書館事務に司書の立場で専門

的に携わる職員を指すものとし、以降、時期を問

わず「学校司書」で統一する。

　1954年の学校図書館法施行以降における学校

司書の配置状況は、一貫して緩やかに増加して

きた9）。最近10年の全国平均を文部科学省調査
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により比較すると、2006年度では、小学校が

32.9％、中学校が35.2％の設置率10）で、全国の約3

分の2の小中学校において、学校司書は未配置で

あった。緩やかな増加とは、半世紀余の年月を

経てなおこの状態だったのである。

　しかし、2016年度には、小学校59.2％、中学校

58.2％の配置率11）となり、全国の半数以上の小中

学校に学校司書が配置されるに至っている。学

校図書館法の改正を挟んで、学校司書の配置が

進んでいる様子をうかがうことができる。

　都道府県単位での公立小中学校における配置

状況をみると、学校図書館法が改正された2014年

度において、配置率が10％未満となっているのは、

小学校が3道県、中学校が4道県である。一方、

90％以上となっているのは、小学校9県、中学校6県

であり12）、地域別の差が大きいことがうかがわれる。

2年後の2016年度では、小中学校ともに10％未満が

1県に減っているのに対して、90％以上は小学校13

県、中学校9県に増えている13）。ここにも学校司書

の配置が急速に進んでいる状況がみてとれる。

　2016年度の長野県における学校司書の配置率

は、小学校91.9％、中学校90.3％となっており、全

国的にみて、高い水準にある。1990年度の調査

では、小学校の全国平均8.98％に対して44.04％

（全国4位）、中学校の全国平均6.82％に対して

34.48％（全国5位）14）となっており、歴史的にみて

も長野県の学校司書配置が高い水準で推移して

きたことがうかがわれる。

　次に松本市における学校司書の状況を概観す

る。

2．松本市の学校司書

　松本市教育委員会（以降、「市教委」）が所管す

る学校は、2017年4月現在、小学校28校（分校2校

を除く）、中学校19校（分校3校を除く）が定めら

れている15）。この内、3小・中学校が一貫教育を行

い、共通の図書館となっていることから、松本市

の学校図書館の数は44館となっている。松本市

では、2018年現在、このすべての学校図書館に1

名ずつの学校司書を配置している。

　なお、全国における学校司書の配置状況につ

いて前述したが、これは1人で複数校を兼務して

いる場合も、学校司書は配置されているとして

カウントした統計値である。1校に1人の学校司

書常勤体制がとられている状況を、2016年の全

国平均でみると、小学校12.4％、中学校16.7％16）

となっている。学校司書の配置率との大きな隔

たりに注意しておく必要がある。この点につい

ても松本市は、配置率100％である。

　松本市の小中学校における学校司書は、1951

年には、すでに鎌田中学校に1名の配置があった

ことが確認できる17）。

　1962年の調査では、全小学校20校のうち、10校

（50％）に18）、全中学校10校のうち7校（70％）に学

校司書が配置されている19）。このうち、小学校、

中学校の各1校が公費（松本市会計）雇用、他は私

費（PTA会費または別途徴収）雇用であった20）。

　1972年の調査では、小学校20校のうち14校21）

（70％）、中学校10校のうち8校（80％）に配置があ

る22）。当該調査では、図書館費について、PTA会

費も含めた全予算額のみを扱っており、予算面

での学校司書の雇用実態を知ることはできない

が、「専任」「兼務」「パート」が混在している様子

が見てとれる。

　1980年の調査によると、当時の小学校22校と

中学校14校すべてに、1名ずつの配置が行われて

いる23）。1970年代に全校配置が達成されている

と推察できる。同年における長野県全体の配置

率は、小学校39.0％、中学校52.8％24）であり、際

立って早い対応が行われた自治体の一つといえ

る。

　同調査によれば、小学校の学校司書22名のうち、

公費雇用が8名、私費雇用が14名であり、中学校

の公費雇用が6名、私費雇用が8名となっている。

学校司書の配置当初は、公費雇用と私費雇用が
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混在していたことがわかる。

　2014年の学校図書館法改正の直前では、すべ

ての学校司書が各学校PTAにより雇用され、市

はPTAに補助金を支出する形態であった。市か

ら補助を受け、PTAが雇用する形態に統一され

ていったことがうかがわれる。

　PTA雇用の契約は個別であり、勤務時間、賃金、

業務内容等の条件は、学校別に様々な状態25）が

続いていた。これに対して松本市は、2017年度

を初年度とする第2次教育振興基本計画において、

「学校司書を市雇用に切り替えることで、更なる

学校図書館の充実を図」26）るとし、同年度当初に

おいて、市費採用への切り替えを実施している。

　市雇用となることにより、学校司書の研修に

ついても、市教委学校教育課が所管するところ

となった。同年、市教委は、前述した学校司書の

ほか、内容によって組合立中学校図書館、信州大

学附属中学校図書館の学校司書にも呼びかけな

がら、1年間で10回の研修会を開催している（表1）。

　本稿では、「連携」をテーマの一つに据えて筆

者も関わることとなった、7月及び9月に開催さ

れた2回の研修会を対象とする。

Ⅲ．研修会の組み立て

1．�学校図書館と「連携」を考える研
修会の設定

　7月及び9月の研修会は、市教委から依頼を受

けて、県立長野図書館、長谷川優子（埼玉県立熊

谷図書館副館長）、宮澤優子（飯田市立川路小学

校学校司書）、筆者が連携して行った。両研修会

の継続性・関係性を持たせるため、宮澤が両方の

研修会を通して講師を務めている。

　内容は、選書ほか資料の取り扱い全般、図書リ

スト、配布用チラシ、住民ボランティア、職場体

験学習等、日々の業務に直結する具体的な内容

の方法やスキルアップを盛り込み、研修参加に

対する満足度を高められるようにした。これと

併せて、これらの業務をより質の高いものにす

るため、図書館の外とどう繋がることができるか、

外と連携するとどのような効果が得られるか、

それがどういう学校図書館を可能にするか、学

校司書としての専門性と責任をもった業務にど

う繋がるか、ということを一人ひとりが考えら

れるきっかけづくりとなるように、という意図

を持って組み立てられた。

　読み聞かせや本の修理、チラシづくり等、日常

の個別業務へのスキルアップ要求は、業務の過

程で生まれてくる。しかし、一人職場である学

校司書の環境は、通常であれば存在するはずの、

同僚同士の情報や意見、評価等の交換による業

務の再構築が発生しにくいと推察できる。そう

した環境への疑問と対策に向けた一つのテーマ

として「連携」を用いたのである。

　7月研修会は、学校図書館が司書教諭や各授業、

学校行事など、学校内の様々な場や教師などと

連携することの重要性に主眼を置いた。続く9月

研修会は、連携の先として、学校を取りまく地域

全体を意識する必要性に言及しながらも、通常

表1　2017年度 松本市学校司書研修計画
回 実施月 内　　　容
1 4 コンプライアンス・服務ほか
2 4 学校司書の業務、パソコン（新任者）
3 6 ブロック別研修会
4 7 選書についてほか
5 8 外部研修参加
6 9 公共図書館と学校図書館について
7 11 長野県図書館大会
8 11 蔵書点検・年末処理・製本修理
9 1 ブロック別研修会
10 2 年間まとめ・ブロック研修発表ほか

（松本市教育委員会提供：内容は筆者要約。斜体は本報告で
扱った研修を指す。）
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業務でも重要な連携先である公共図書館との連

携に主眼を置いた。

　次に、2回の研修会を概観する。

2．7月研修会の概要

　日　時：2017年7月24日

　会　場：松本市中央図書館

　講　師：長谷川優子（前出）

　　　　  宮澤優子（前出）

　パネルデ�ィスカッション：長谷川優子・宮澤優子・

滝澤裕子（松本市立中央図書館長）

　コーディネーター：平賀研也（県立長野図書館長）

　参加者：松本市内小中学校 学校司書45名

　　　　  �一般参加（県内小中学校学校司書、公

共図書館職員等）54名

　7月研修会は、「学校図書館を創るために－そ

の機能の再確認と授業に連動した選書を学ぶ－」

をテーマに開催された。県立長野図書館と市教

委が共催し、県立長野図書館の事業「信州発・こ

れからの図書館フォーラム」の1事業として位置

付けられている。このため、松本市以外からも

参加がある。

　はじめに、学校図書館の本来の機能について

考え、理解することが行われた。次いで、読書セ

ンター、学習センター、情報センターの機能の内、

特に学習センターと情報センターの機能を備え

た学校図書館をつくるために、どういう選書の

視点を持つ必要があるかについて研修を行った。

選書をテーマとしたのは、市教委からの要請に

よる。

　指導要領、年間指導計画、年間行事計画等、学

校の動きを業務に取り込む必要性と、そこに必

要とされる資料とは何かを読み取る。さらにそ

れらの資料をきちんと用意し活かす。学校図書

館が教育活動に寄与するために欠かせないのが、

授業や様々な教育活動を行う側とのコミュニケー

ションであるという趣旨から、学校図書館と学

校との様々な連携の方法や形態、必要性等を扱っ

た27）。

3．9月研修会の概要

　日　時：2017年9月22日

　会　場：松本市中央図書館

　講　師：伊東直登

　　　　  宮澤優子（前出）

　参加者：松本市内小中学校 学校司書46名

　　　　  �松本市立図書館職員42名

　9月研修会は、学校図書館と公共図書館の連携

に主眼を置いた内容とした。これは、7月研修会

が、学校図書館は学校のカリキュラムや行事、教

師一人ひとりと繋がってこそ、有益な図書館活

動が行われるという趣旨で行われたことを受けて、

さらに学校の外と繋がることに主眼を置いたも

のである。その中で、学校図書館が最も連携し

やすく繋がりやすい、公共図書館との連携をテー

マとした。学校図書館の人的、予算的あるいは

物質的な不足を、他と「連携」することで業務の

幅を広げ、学校や子どもたちに寄与できる図書

館にすることについて考えることを目的とした。

　なお、公共図書館側も、学校図書館との協力・

連携を意識しないことには、有用な図書館活動

が期待できないという考えを共有できたことから、

松本市立図書館職員との合同研修会として開催

された。

Ⅳ．�アンケートから

1．アンケート内容

　9月研修会で行ったアンケートについて報告

する。

　アンケートは、次の6問であり、すべて自由記
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述式で行った。

　設問1：�前回の研修の内容を活かして、取り組

んだことがあればぜひ教えてください。

（前回7月24日の研修会参加者のみ）

　設問2：�今日の研修を受けて、すぐに取り組め

そうなこと、取り組みたいことがあっ

たらご記入ください。

　設問3：�今日の研修を受けたうえで、さらに「連

携」に関して課題であると感じる点が

ありますか？ある場合はなるべく具体

的にご記入ください。

　設問4：�変えていきたい、変える必要がある、と

思うものがありましたらご記入ください。

（今日の研修にかかわらず、組織として

でも、ご自身の仕事への向き合い方でも、

何でも結構です）

　設問5：�今後、どのような研修を希望しますか?

　設問6：�本日の研修内容について、何でもご記

入ください。

　アンケートは、学校司書35名、市立図書館員42

名から回答があった。

　本稿では、学校司書の回答について報告する。

報告の視点は、本研修会の軸となっている「連携」

を中心に、回答者の関心の向いた内容に注目する。

一人で複数の記述もあるため、件数合計は回答

者数35を超えている。また、提出しても記入が

無い設問についても、書くことができない、書く

ことがない、などのリアクションと捉えうるので、

扱うこととする。

2．アンケート結果

　アンケート結果は、連携に関係する内容とそ

れ以外に大別し、さらに内容によって分類した。

ここでは、本稿のテーマを踏まえながらアンケー

ト全体を報告する。

　なお、アンケートの具体的な記述は、本稿の

テーマに沿って考察する次章で扱うこととし、

ここでは主に筆者の要約により報告する。

1）�前回の研修会以降の取り組みについて
（図1）

　設問1は、25名から回答を得ている。

　7月研修会に参加した後、どのような取り組み

をしたかについての設問である。10名の無解答

者の中に、前回の参加者もある。7月研修会の参

加者45名のうち、少なくとも25名が何らかのア

クションを起こしたことになる。

　以下、〈　〉内は図中表示を示す。

　〈授業連携〉教員との関係を密にしたり、学校

の各種計画等を読み直したりして、教員・学校と

の連携や、授業の支援を意識した活動を行った

とする記述が14件ある。内10件は、年間指導計

画や年間行事、教科書等の内容に沿った資料の

選定や購入、展示を行ったという内容である。

また、4件は、「教師と話すようにした」などのコ

ミュニケーション作りを意識した内容で、内1件

は職員会への出席を学校へ依頼している。

　〈外部連携〉学校外との交流を意識したものが

2件ある。1件は、市立図書館との連携、1件は、図

書館以外の人との意識的な交流について記述し

ている。

　〈図書館運営〉学校図書館の運営に関わる回答
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図1．前回の研修会以降の取り組み
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として、排架や貸し出し冊数の工夫、ブックリス

トの作成等、日常業務に直接関わる改善内容が8

件あった。

　〈蔵書・選書〉前述した図書館運営の範疇では

あるが、7月研修会で特に取り上げた選書方針や

蔵書構成、廃棄基準の見直しなど、蔵書や選書に

関わる内容が10件上がっている。

　その他1件は、図書館の役割、司書の役割につ

いて真剣に考えている旨を記している。

2）�研修後に取り組みたいことについて
　（図2）
　設問2は、33名から回答を得ている。

　9月研修会を受けて、自身の環境や条件に照ら

し合わせて何ができそうか、あるいは何をすべ

きかを考えた回答となる。

　〈公共連携〉公共図書館との連携の必要性や期

待について21件の記述がある。学校図書館と公

共図書館の連携が本研修会のテーマであり、研

修内容を受けての記述がされている。

　〈校内連携〉同じく連携の文脈の中から、学校

内の教師との連携について5件が上がっている。

これは前回の研修会からのテーマであり、学校

図書館運営の根底に関わる部分なので、あらた

めて確認ができたといえる。同時に、9月研修会

ではあまり扱っていないテーマであることを考

えると、問題意識の多くがここに存在すること

が読み取れる。

　〈意識改革〉特徴的なものとして、「図書館の存

在意義と読書を改めて考えたい」、「まず私自身

がつなげられる人を作りたい」という自己改革

を意識した記述が2件出ている。

　〈改善等〉〈情報発信〉そのほかに、ブックリスト、

スタンプラリー、体験学習等、研修で実例として

上がった図書館企画や情報発信について11件の

記述がある。

　〈無回答〉全設問の中で無解答が2名で最も少

ないことも、この設問の特徴といえる。

3）�「連携」について課題と感じる点につい
て（図3）

　設問3は、27名から回答を得ている。

　研修会の主題である「連携」について考えた結

果を踏まえて、そこに生まれる課題や要望につ

いて尋ねている。

　〈市立図書館〉市立図書館との連携について、

団体貸出を中心に、紛失・破損への対応、日時・曜

日・場所等の利便性向上、学校図書館が希望する

資料構成、子どもについての情報共有など、具体

的な要望等が9件あった。

　〈市教委〉市教委へも同じく9件の記述がある。

図書館システムの共通化、合同研修会の開催、外
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図2．研修後に取り組みたいこと 図3．「連携」について課題と感じる点
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線電話の設置、外出手続きの簡素化など、多岐に

わたる具体的な記述があった。ほかに、学校と

公共を繋ぐ橋渡し役やそのシステム化を期待す

る記述が4件あった。

　〈自分自身〉「学校司書として研鑽したい」、「自

身の問う力・伝える力を養いたい」、「時間を作る

工夫をしたい」、「コミュニケーションの必要性

を感じる」など、自分自身に目を向けたものが6

件あった。

　〈消極的意識〉一方、「方法が思いつかない」、「時

間がない」などの消極的な感想も4件出ている。

　〈無回答〉無回答は、8件あった。

4）変えたいと思うことについて（図4）
　設問4は、27名から回答を得ている。

　研修を受けて、業務、組織、人、その他広範に

考えて、変える必要があると感じたものを書く

設問である。

　〈自分自身〉自分自身の意識を変える必要性な

ど、自分自身に目を向けた記載が18件ある。自

身の意識、司書としての行動力、スキルアップの

努力、発想の転換、学校教育に対する意識、大き

な視点、意識改革等、表現は様々ではあるが、多

くの意識が自分自身の変革への思いに向かった

と考える。

　〈教員〉・〈広報活動〉他には、教員の意識を変え

たいとするものが3件、学校図書館の広報活動の

充実に関するものが2件ある。

　〈その他〉その他では、雇用条件、学校の諸事情

等が上げられている。

　〈無回答〉無回答は、8件あった。

5）今後希望する研修について（図5）
　設問5は、18名から回答を得ている。

　今後希望する研修内容についての設問である。

　〈業務全般〉研修全般に分類した5件は、いずれ

も、いろいろな研修、司書のスキルアップ、実務

研修、参加希望といった漠然としたものであるが、

その必要性を幅広く感じているとみることがで

きる。

　〈運営業務〉学校図書館の運営業務に直接関係

するものとしては、10件が上がっている。内容は、

広報、配布物作成、読書週間の取り組み、郷土資

料、新刊情報、排架、本の修理、パソコン、POP、

展示という具体的なもので、日々の業務におけ

る課題解決が研修という発想と具体的に繋がっ

ている。

　〈利用教育等〉教育に分類したものは、6件ある。

広い意味では図書館業務であるが、その中の図

書館利用教育や読書指導、授業支援など、子ども

たちへの直接的アプローチに関する課題につい

ての研修を希望している。
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図4．変えたいと思うこと 図5．今後希望する研修
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　〈情報交換〉情報交換は、3件ある。学校司書同

士や教員とのコミュニケーションの必要性が記

述されている。

　〈無回答〉当該設問では、無回答が17名と約半

数になっていることが注目される。

6）その他について
　設問6は、26名から回答を得ている。

　行われた研修について、自由に記述する設問

となっており、21名から表現は様々だが感謝や

受講したことへのプラス評価を書いている。

　具体的には、「ありがとうございました」、「納

得できることが多かった」、「大変参考になった」、

「いつもはっとさせられる」、「研修の大切さを感

じる」、「パワーに圧倒される」、「パワーをいただ

いた」、「同じ学校司書として頭が下がる」、「学校

司書としての意欲がすごいと思った」、「自分の

力不足を痛感」、「もっと話を聞きたかった」など

である。

　その他として9件がある。

　「もっと具体的に聞きたかった」、「学校と公共

相互の状況が分かり合えてよかった」、「繋がる

ことの大切さに気がついた」、「学校と公共と協

力し合ってさらなるサービス提供ができればい

い」、「学校教育化、公共図書館の皆さんにも学校

のことを分かってもらえただろうか」など、研修

内容についての感想が8件となっている。

　そのほかに、「研修を夏休みや土曜日に行って

ほしい」という要望が1件出ている。

Ⅴ．�考察

1．図書館外連携への視点

1）7月研修会から
　Ⅳ－2－1）で見たとおり、7月研修会により、45

名中25名（56％）が研修を受けて何らかのアクショ

ンを起こしたと記述している。研修会により、

少なくとも56％の学校司書による具体的なアク

ションがあったという割合は、夏休みも挟んだ

約2ヶ月間でのことと考えると、低い率ではない

といえよう。

　この中で、学校内外との連携について、なんら

かのアクションを起こしたと読み取れるのは、「授

業連携」の14件と、「外部連携」の2件（図1）であり、

これを記述した人数は13名（29％）となっている。

　具体的には、「年間どんな授業を行うか担任の

先生に聞きとり、その単元に合った本を選書で

きるようになりました」（小学校）、「学校の年間

計画表を見て、沿うような資料の準備に心がけ

るようにした」（小学校）、「年間行事予定表をあ

らためて見直し、展示の計画をたててみた」（中

学校）、「松本中央図書館団体貸出に挑戦」（小学

校）、「なるべく図書館以外の方々との交流をし、

視野を広げるようにしている」（小学校）、「職員

会への参加をお願いしました」（不明）などである。

　授業や学校行事、教員とのコミュニケーション、

さらには学校外へ視点を広げたとする29％の割

合は、注目できる数値と考えたい。よりよい図

書館業務を目指そうとする中で、授業をはじめ

とする学校の諸活動に対して、何らかのアプロー

チが必要とするシーズは、学校司書の取り組み

の中に十分にあると考えられる。

2）�9月研修会から
　次に、9月研修会を見る。9月研修会は、学校図

書館との連携の相手が、学校内に留まるもので

はないことを扱った。最終的には、学校図書館

として、地域に幅広い視野や活動を持つために

どのようにしたらよいかについて考えていきた

いところである。しかし、2回の研修会という限

られた時間の中で、市立図書館との連携に話題

を集中させている。

　設問2は、9月研修会を受けて、今後取り組もう

と考えたことについて記述したものである。Ⅳ

－2－2）のとおり、市立図書館との連携の必要性
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や期待があることを記述したのは21件あった。

加えて、学校内連携の必要性に関しての記述が5

件あった。連携に関連した両方の記述を合わせ

た人数は、参加者46名中24名（52％）になっている。

　市立図書館との連携についての具体的な記述

としては、「学校の教育課程資料を公共図書館に

提示し、必要な時期と資料について周知してお

いてもらう」（小学校）、「郷土資料、地元に関する

資料の借り入れ」（小学校）、「廃棄本について公

共図書館の司書にみてもらう」（小学校）、「資料

評価の連携」（中学校）、「点字の本など、大勢で一

斉に使う図書をお借りしたい」（小学校）、「公共

と合同でスタンプラリー」（中学校）、「DAISYの

生徒がいる。中央図書館に協力を仰ぎたい」（中

学校）などがある。具体的な内容にまで視点が及

んでいることが分かる。

　今回の研修会を機に、初めて公共図書館から

団体貸出を行った学校図書館もあったが、多く

の学校図書館は、団体貸出ほか何らかの繋がり

をすでに持っていた。具体的な図書館業務とし

ても、図書館同士という関係からも、学校外連携

を考えるための相手先としては、分かりやすい

テーマ設定であったといえる。

　この連携関係は、学校図書館にあっては、学校

図書館法第4条第5項において、「他の学校の学校

図書館、図書館、博物館、公民館等と緊密に連絡

し、及び協力すること」と定められている。また、

公共図書館に対しては、図書館法第3条で、「学校

教育を援助し得るように留意」しつつ、同条第4

号により、「学校に附属する図書館又は図書室と

緊密に連絡し、協力」するよう求めている。法の

上からも、すでに双方に対して求められている

関係であるが、あらためてそれを確認し、参加者

の多くが具体的な連携のイメージを持つことが

できたといえる。

2．より広い視点を持つということ

　前述したとおり、学校図書館は、学校図書館と

いう職場内で、同僚等とのやりとりが存在しな

い一人職場という環境にある。日頃の方法論や

価値観とは違うものと相対し、その是非も含め

て様々な視点と接することは重要と考えられる。

今回の研修会は、学校内外との様々な連携につ

いて考えることをテーマに、図書館サービスの

視点を広げる内容にしたいと考えた。それが、

日常業務での問題解決にも繋がると考えたので

ある。

　こうして新たに向けた視点の先を自身の中へ

向けた記述を、設問3及び4の解答の中に見るこ

とができ注目したい。

　Ⅳ－2－3）（設問3）において、連携の課題を「自

分自身」に向けた6名（13％）の記述がある。

　具体的には、「自分がもっと学校について知ら

ないといけない」（小学校）、「時間を作り出すた

めの工夫（が必要）」（小学校）、「私も『お役所っ

て・・』意識が強いので、とにかく『話し合い』『コ

ミュニケーション』をとりたいです」（小学校）、「自

分から問いかける努力が必要ですね」（小学校）、

などがある。

　設問4では、今回の研修にかかわらず、全般的

な話題として、「変えていきたい、変える必要が

ある、と思うもの」について記述をお願いしてい

る。これに対して、自分自身の在り方について

の記述が、Ⅳ－2－4）に見られるとおり18件あり、

記述者は15名（33％）となっている。

　主な記述は、「私自身の意識」（小学校）、「司書

としての行動力」（小学校）、「スキルアップの努

力を常にしていかなければならないと、研修を

通して思う」（小学校）、「日々の仕事をこなす中

でつい現状維持になりがちなので、研修を受け

てブラッシュアップしていかなければならない」

（小学校）、「いろいろな研修会に参加して、いろ

いろな人とつながる」（小学校）、「外部との積極
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的なかかわりと率直な評価」（小学校）、「子ども

の読書離れを決してあきらめないようにするこ

と」（小中学校）、「どうしても仕事が近視眼的に

なってしまい外との連携という意識にむかない。

自分自身の発想の転換の必要性を感じる」（中学

校）、「もっと学校教育に対する意識を高めない

とだめだと猛省」（中学校）、などがある。

　新しい視点を見つけるとは、自分自身を見つ

けることでもあると教えてくれる記述である。

研修の持ち方や評価の方法についても、示唆す

るものがある。具体的な効果等については、他

の調査が必要だが、今研修会において一定の成

果は得られたと判断してよいであろう。

3．研修会の設定について

　設問5への記述を見ると、求める研修の対象は、

日常業務の中に多くあることがわかる。今回の

研修会のテーマである情報交換やコミュニケー

ションなど、外との連携に関する記述は、3件に

留まっている。この傾向は当然のことであろう。

研修会は、日頃の課題を解決する場であったり、

新しい方法や取り組みを見つける場になったり

する必要がある。そのために、こうしたアンケー

ト結果を生かしていかなければならない。

　しかし、設問5に対する未回答者が回答者の半

数に近かったことは、具体的な研修の希望、すな

わち具体的な自己課題として業務の問題点など

を十分把握するに至っていないとも読み取れる。

今回の一連の組織的な研修会が、今年度始まっ

たものであることを考えると、具体的な改善に

結びつけるための業務チェックの機会が、まさ

に始まったところであるともいえよう。組織的

かつ継続的なPDCAの必要性について、あらた

めて確認することができたといえる。

　学校司書に求められる専門性としては、①学

校図書館の「運営・管理」に関する職務と、②児

童生徒に対する「教育」に関する職務、のそれぞ

れに携わるための知識・技能が考えられるとされ、

この2分野を軸に研修の場を構成する必要があ

るとされている28）。一人職場という環境の克服

のためにも、この両方に視野を広げるという視

点での研修内容の充実が図られる必要があると

考える。

Ⅵ．�今後の課題と展開
　学校司書が学校内連携を図ろうとするとき、

教師の意識がその成否を大きく左右する。教師は、

学校図書館に何を期待しているのか。それが、

次の大きな課題となる。

　先行研究により、次のことが明らかにされて

いる。

　「資料・情報を効果的に提供する司書的職務に

対して要望が高く、教員との密接な協働が必要

とされる職務に対する要望は低い」

　「教員は読書指導と教科指導を不可分のもの

として捉え、その重要性を認識しており、学校図

書館の授業活用法への関心も高い」

　「教員は司書教諭・学校司書の学習支援について

期待と現実とのギャップを強く感じている」29）

　教員は、学校図書館の役割に大きな関心と期

待を持っている。しかしそれは、情報の収集・提

供に関する司書業務であり、授業との関わりに

ついては多くを期待していないという。これは、

教師側のニーズとしての回答という側面とともに、

授業に積極的に関わる学校図書館運営のさらな

る充実と、学校全体での共有化が求められてい

るとも読み取れる。

　学校図書館活動の充実には、司書教諭・学校司

書の役割や在り方の検討とともに、教師や学校、

教育委員会等も合わせた、総合的な取り組みが

必要である。今回の調査は、2回の司書研修会の

みを対象にしたものであり、今後さらに、学校図
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書館に係わる広範な関係者や場面を対象にして、

調査研究と実践が重ねられなければならないと

考える。

　あわせて、学校の外との連携についても考え

ていく必要がある。Ⅴ－1－2）で示したように、

学校図書館法は、学校図書館が、「他の学校の学

校図書館、図書館、博物館、公民館等と緊密に連

絡し、及び協力すること」を求めている。法は社

会教育施設との協力を中心に組み立てられてい

るが、施設や機関に限らず、子どもたちが地域か

ら学ぶものは多くある。学校や地域の諸事情・諸

条件等から発せられる様々な視点の展開と、具

体的な実践により、さらに各学校と学校図書館

ならではの、より広く新たな視点が見えてくる

に違いない。

　またそれは、学校内連携と同じく、相手側から

図書館への見方や期待を変えていくことでもある。

地域や社会という広い空間の中で、教育や学習

を支えるとともに、大学図書館や公共図書館へ

と繋ぐ時間軸における、重要な青少年期を支え

る機関としての、その在り方を今後も考えてい

く必要がある。
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